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解　説
重要なご案内：�本項では、法令等を編集して収録している。従って、

最終的には法令等の原文を確認する必要がある。
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■本書について

審査規程第62次改正（令和７年１月 31日）までを収録

本書は、自動車整備士の方を対象に、自動車の継続検査に必要
な道路運送車両の保安基準及び独立行政法人自動車技術総合機構
審査事務規程を中心にまとめた書籍です。
保安基準の条項に則した審査事務規程の要点をわかりやすく編
集しています。従って、原文及び詳細等については公論出版発行
の法令集「保安基準と審査事務規程〔原文〕」などで確認してく
ださい。
審査規程は、令和７年１月 31 日施行の第 62 次改正までを収
録しています。このため、審査規程第 63 次以降の改正が行われ
た場合、その改正部分は本書の内容と適合しなくなります。この
場合は、弊社ホームページにおいて改正内容の概要を掲載してい
く予定です。
本書の編集にあたり、台数が少ないなどの理由から、次の自動
車は対象から除外してあります。
〔除外自動車〕
◎�小型二輪自動車及び軽二輪自動車
　※公論出版「二輪自動車検査ハンドブック」参照。
◎三輪自動車
◎カタピラ及びそりを有する軽自動車
◎最高速度 35km/h 未満の大型特殊自動車
◎最高速度 20km/h 未満の自動車
◎幅 0.8m 以下の自動車
　また、製作時期については、平成元年以降の自動車を対象とし
ています。昭和以前の自動車については、公論出版発行の「自動
車検査ハンドブック～昭和編～」をご覧ください。
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12
車載式故障診断装置の診断結果の読み出し

（検査用スキャンツール）

…………………………………………………………………………………………………

1OBD検査の対象車
◎ �OBD 検査の対象車は、OBD検査対象装置の車載式故障診断
装置を備える自動車とする。

〔適用関係の整理〕
◎�次の自動車は、OBD検査の対象外とする。また、複数に該当
する場合には最も遅い日のものを適用する。
　①大型特殊自動車
　②�型式指定自動車又は多仕様自動車（特定共通構造部を備えた
ものに限る）以外の自動車

　③�令和３年９月 30 日（輸入自動車にあっては令和４年９月 30
日）以前の型式指定自動車及び多仕様自動車

　④�令和３年 10 月１日（輸入自動車にあっては令和４年 10 月
１日）以降の型式指定自動車及び多仕様自動車（特定共通構
造部を備えたものに限る）であって、令和３年９月 30 日（輸
入自動車にあっては令和４年９月 30 日）以前の型式指定自
動車及び多仕様自動車とOBD検査対象装置の性能が同一で
あるもの

　⑤�令和３年 10 月１日（輸入自動車にあっては令和４年 10 月
１日）以降の型式指定自動車及び多仕様自動車（特定共通構
造部を備えたものに限る）であって、型式指定を受けた日か
ら起算して２年を経過していないもの

　⑥�新規登録（軽自動車にあっては新規検査）を初めて受けた日
の属する月の前月の末日から起算して 10 か月を経過してい
ない自動車

　⑦�令和３年 10 月１日から令和４年９月 30 日（輸入自動車に
あっては令和４年 10 月１日から令和５年９月 30 日）まで

［ＯＢＤ検査］
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の型式指定自動車及び多仕様自動車（特定共通構造部を備え
たものに限る）については、令和６年９月 30 日（輸入自動
車にあっては令和７年９月 30 日）までの間、適用しない。

…………………………………………………………………………………………………

2OBD検査の実施方法
◎ �OBD検査は次の①から⑥までの手順により実施する。 
　①�自動車検査証等の備考欄にOBD検査の対象である旨が記載
又は記録された自動車について、OBD検査が必要かどうか
を、自動車審査高度化施設、高度化システム又は特定DTC
照会アプリからOBD検査用サーバに照会する。 

　②�照会の結果、OBD検査が必要と判定された場合は、原動機
が停止し、かつ、電源がオフの状態で、OBD検査対象車のデー
タリンクコネクタに検査用スキャンツールを接続する。 

　③�原動機を始動する。
　　※�電気自動車又はハイブリッド自動車にあってはパワース

イッチを操作し走行可能状態（READYの状態）にする。
　④ �OBD検査対象装置の車載式故障診断装置に記録されている

情報を読み出し、自動車審査高度化施設、高度化システム
又は特定DTC照会アプリからOBD検査用サーバに照会す
る。なお、照会中、原動機は停止せず、アイドリング状態（電
気自動車又はハイブリッド自動車にあっては走行可能状態
（READYの状態））を維持する。 

　⑤ �OBD検査用サーバが分析及び照合した検査結果の応答を待
ち、自動車審査高度化施設、高度化システム又は特定DTC
照会アプリで確認する。

　⑥�原動機を停止し、かつ、電源がオフの状態でデータリンクコ
ネクタから検査用スキャンツールを取外す。

…………………………………………………………………………………………………

3OBD検査の合否
◎�前期2の方法により、OBD検査対象装置の車載式故障診断装

［ＯＢＤ検査］
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置に記録されている情報を読み出した結果、次表に掲げる装置
の種類に応じ、事例に該当するものは、規定に適合しないもの
とする。

装置の種類／適合しない規定
事例

排出ガス関係装置（排出ガス発散防止装置）／７－ 59－１
▪ �OBD検査対象装置の車載式故障診断装置が正常に機能するた
めに十分な電圧が確保されていないもの

▪�警告灯を点灯させるための信号が出力されているもの
▪１つもレディネスコードが記録されていないもの
▪当該装置に係る特定DTCが 1つ以上記録されているもの 
▪�上記項目に該当するかどうかの判定に必要な情報がOBD
検査対象装置の車載式故障診断装置から読み出せないもの
安全関係装置（排出ガス発散防止装置以外の装置）／

①７－ 13－１－２（1）　　②７－ 15－２　　③７－ 16－２
④７－ 20－２　　　　　　⑤７－ 103－２　⑥７－ 113－２
▪当該装置に係る特定DTCが１つ以上記録されているもの

…………………………………………………………………………………………………

4 テルテールの確認によるOBD検査①
◎ �2の①から④までの手順によりOBD検査用サーバに照会し
た際、次の①又は②のいずれかに該当する場合には、OBD検
査用サーバから受検車両のテルテールを確認すべき旨の応答
がある。この場合、指示された装置の異常を示すテルテール
が継続して点灯又は点滅していないことを確認することによ
り、当該装置については2及び3の審査に代えて基準に適
合するものとする。 

　①排出ガス関係装置（排出ガス発散防止装置）
　　�排出ガス関係装置（排出ガス発散防止装置）の車載式故障診

断装置に記録されている情報が読み出せない場合

［ＯＢＤ検査］



95

　②�安全関係装置（排出ガス発散防止装置以外の装置） 
　　�OBD検査対象装置のうち、当該自動車に備える全ての安全
関係装置（排出ガス発散防止装置以外の装置）の車載式故障
診断装置に記録されている情報が読み出せない場合

…………………………………………………………………………………………………

5 テルテールの確認によるOBD検査②
◎�次に掲げる場合には、OBD検査対象装置の異常を示すテルテー
ルが継続して点灯又は点滅していないことを確認することによ
り、2及び3の審査に代えて基準に適合するものとする。 
　①特例措置を適用する場合
　　�OBD検査を実施する際、次表の左欄に掲げるいずれかの事

象が発生したことにより、OBD検査用サーバに接続できな
い場合には、右欄に掲げる期間に限り、OBD検査対象装置
の異常を示すテルテールの表示状況を確認する方法でもよい
（「OBD検査用サーバに接続できない場合の特例措置の実施
要領について」関係）。

事象 適用する期間
① �OBD 検査用サーバの障害
の発生を原因として OBD
検査用サーバに接続でき
ない事象

　※ �OBD 検査結果参照シス
テムのみ利用できない
場合を除く

▪�自動車機構がサーバ障害の発
生を認定した時点から、自動
車機構がサーバ障害からの復
旧を認定した時点が含まれる
日が終了する時点まで 

②�通信障害又は電力障害の発
生を原因として OBD 検査
用サーバに接続できない事
象
　※�当該事象が発生している
又は発生した地域に限る

▪�自動車機構が通信障害又は電
力障害の発生を認定した時点
から、自動車機構が通信障害
又は電力障害からの復旧を認
定した時点が含まれる日が終
了する時点まで

［ＯＢＤ検査］
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③ �OBD 検査用サーバのアッ
プデートなど指定自動車
整備事業者の責に帰すべ
きでない事由により OBD
検査用サーバに接続でき
ないと自動車機構が認め
る事象

　※ �OBD 検査結果参照シス
テムのみ利用できない
場合を除く

次のいずれかとする。 
▪�自動車機構が OBD 検査ポー
タルに掲載した期間の開始時
点から、自動車機構が定める
期間の終了日時まで 

▪�自動車機構が OBD 検査を実
施することができない事象の
発生を認定した時点から、自
動車機構が事象の終了を認定
した時点まで 

　　※�次に掲げる事象は、特例措置に該当しないものとする。 
　　　▪�指定自動車整備事業者が保有する機器の障害を原因として

OBD検査用サーバに接続できない事象 
　　　▪ �OBD確認を実施しようとしてOBD検査用サーバに接続で

きない事象 
　　　▪�検査用スキャンツール又は自動車の車載式故障診断装置の

不具合によりOBD検査を実施できない事象 

　②�自動車審査高度化施設又は高度化システムに障害等が発生
し、本部検査部の長が2の方法により実施することが困難
であると判断した場合

…………………………………………………………………………………………………

6 車両持込時のOBD検査の省略（認証工場）
◎�自動車特定整備事業者が、検査用スキャンツールを用いて、
OBD検査対象装置の車載式故障診断装置に記録されている情
報を読み出し、特定DTC照会アプリからOBD検査用サーバ
に照会した結果、保安基準不適合となる情報がなかった自動車
については、照会した当日を含めて５日までの間は、受検車両
の情報を自動車審査高度化施設又は高度化システムに読み込ん
だ際、OBD検査用サーバから OBD検査を省略できる旨の応
答がある。この場合、OBD検査対象装置の異常を示すテルテー

［ＯＢＤ検査］
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ルが継続して点灯又は点滅していないことを確認することによ
り、2及び3の審査に代えて基準に適合するものとする。た
だし、無作為に抽出された場合又は不正等が疑われる場合は、
この限りでない。 

13 車両後退通報装置の通報音の大きさ（騒音計等）

◎�次表に掲げる自動車に備える車両後退通報装置（音声信号を用
いる車両後退通報装置を備える場合に限る）は、通報音を発生
することにより歩行者に自動車が後退する旨を通報することが
できるものとして音色、音量等に関し、テスタ等その他適切
な方法により審査したときに、音声信号を用いる車両後退通報
装置と音声信号を用いる車両後退通報装置以外の車両後退通
報装置の音の大きさの和は、自動車の後方１mの位置において
92dB 以下でなければならない。

対象 ▪�自動車 
除外 ▪�乗車定員 10 人未満の乗用自動車

▪�車両総重量 3.5 トン以下の乗車定員 10 人以上の乗用自
動車

▪車両総重量 3.5 トン以下の貨物自動車 
▪上記３項目の自動車の形状に類する自動車 
▪大型特殊自動車
▪被牽引自動車

◎�音声信号を用いる車両後退通報装置の音の大きさが 92dB を超
えるおそれ

4 4 4

があるときは、騒音計等を用いて次により計測する
ものとする。
　①�騒音計等は、使用開始前に十分暖機し、暖機後に校正を行う。 
　②�マイクロホンは、車両中心線に平行かつ水平に自動車に向け
て次に掲げる位置に設置する。 
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　　▪�車両中心線上から左右方向 0.15m のいずれかの位置 
　　▪�自動車の後端から当該自動車の後方１m± 0.1m の位置 
　　▪�地上 0.45m から 1.55m までの高さにおけるいずれかの位

置
　③�聴感補正回路はA特性とする。 
　④�指示機構の動特性は「速い動特性（FAST）」とする。 
　⑤�次に掲げるいずれかの方法により電圧を供給するものとす
る。

　　▪�原動機を停止させた状態で、当該自動車のバッテリから供
給する方法

　　▪�原動機を暖機し、かつ、アイドリング運転している状態で、
当該自動車のバッテリから供給する方法 

　⑥�計測場所は、概ね平坦で、周囲からの反射音による影響を受
けない場所とする。

　⑦�計測値の取扱いは、次のとおりとする。 
　　▪�計測はマイクロホンの位置を変更せずに２回行い、１dB

未満は切り捨てるものとする。
　　▪�２回の計測値の差が２dBを超える場合には、計測値を無

効とする。ただし、いずれの計測値も 92dB を超える場合
には有効とする。

　　▪�２回の計測値（次により補正した場合には、補正後の値）
の平均を音の大きさとする。

　　▪�計測の対象とする音の大きさと暗騒音の計測値の差が３
dB以上 10dB 未満の場合には計測値から次表の補正値を
控除するものとし、３dB未満の場合には計測値を無効と
する。

測定値と暗騒音の差 ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ （単位：dB）

補正値 ３ ２ １

［車両後退通報装置の通報音］
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